
平　成　３０　年　度

八 千 代 市 水 道 事 業 会 計 予 算





議案第２２号

（総則）

第１条　平成３０年度八千代市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

⑴　給水件数

⑵　年間総給水量

⑶　一日平均給水量

⑷　主要な建設改良事業

配水管等布設事業

配水管等布設工事 　　 　　　　        736ｍ

石綿セメント管更新事業

配水管等改良工事　　　　 　　　　  14,818ｍ

村上給水場施設改良事業

村上給水場施設改良工事実施設計等業務委託

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収　　　　　　　入

第１款　水道事業収益 4,103,361千円

第１項　営業収益 3,347,124千円

第２項　営業外収益 756,237千円

支　　　　　　　出

第１款　水道事業費用 3,637,822千円

第１項　営業費用 3,401,743千円

第２項　営業外費用 226,079千円

第３項　予備費  10,000千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

　額 2,028,849千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 194,208千円，利益積立金の目的外

　使用額 638,021千円，過年度分損益勘定留保資金 548,038千円及び当年度分損益勘定留保資金 648,582千円

　で補填するものとする。）。　

平成３０年度　八千代市水道事業会計予算

89,800件

18,674,200㎥

51,200㎥

－1－



収　　　　　　　入

第１款　資本的収入 1,439,942千円

第１項　企業債 1,200,000千円

第２項　出資金  40,000千円

第３項　工事寄附負担金 125,719千円

第４項　他会計繰入金 1,296千円

第５項　長期貸付金返済収入  72,927千円

支　　　　　　　出

第１款　資本的支出 3,468,791千円

第１項　建設改良費 2,830,770千円

第２項　企業債償還金 638,021千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

（単位：千円）

（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位：千円）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

⑴　営業費用及び営業外費用の間の流用

事項 期間 限度額

 八千代市水道料金等コンビニエ
 ンスストア収納事務委託

平成30年度から
44,679                   

平成35年度まで

起債の方法

 　借入先の融資条件によ
 る。
 　ただし，企業財政その
 他の都合により繰上償還
 又は低利に借換えること
 ができる。

起債の目的 限度額

1,200,000    石綿セメント管更
 新事業

利率 償還の方法

 普通貸借    5.0％以内（ただし，
 利率見直し方式で借入
 れる資金について，利
 率の見直しを行った後
 においては，当該見直
 し後の利率）
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これらの経費のうち他の経費の金額に，若しく

　はこれら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は，議会

　の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費 324,918千円

⑵　交際費      20千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は，45,784千円と定める。

平成３０年２月２０日　提出

八千代市長　　服　部　友　則

－3－





平　成　３０　年　度

八 千 代 市 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書







































１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費（現金支出を伴わない額）

長期前受金戻入額

退職給付引当金繰入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

未収消費税及び地方消費税の増減額（△は増加）

たな卸資産の購入額

引当金の増減額（△は減少，退職給付引当金を除く。）

小計

受取利息及び配当金の受取額

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

工事寄附負担金による収入

一般会計からの工事寄附負担金，繰入金による収入

長期貸付金の返済による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

72,927

56,380

△387,875

△2,998

1

△5,484

1,028

36,293

△226,058

△2,594,784

1,188,978

△2,401,562

1,200,000

△638,021

601,979

△564,186

40,000

1,753,164

平成３０年度　八千代市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

267,939

1,352,235

638

△7,073

226,058

84,002

△42,392

1,458,457

2,998

1,235,397
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一般職

(人)

(3)

27 241,204 

11 83,714 

(3)

38 324,918 

(5)

27 246,037 

(1)

12 89,487 

(6)

39 335,524 

△(2)

△4,833 

△(1)

△1 △5,773 

△(3)

△1 △10,606 

注

１．総　括

（単位：千円）

△9,120 

扶　　養

△138 

前　年　度

△4,640 

△4,480 

33,368 

△97 

手　　当

648 

住　　居

手　　当

特殊勤務

298 

310 

52,898 

手　　当

395 

△10,289 △1,169 

4,158 

3,510 

手　　当

△986 

3,032 

3,615 

△583 

4,038 

児　　童勤　　勉

通　　勤

3,136 

△1,607 

△317 

17,107 

△627 

16,121 

地　　域

△506 

4,743 

資本勘定
支弁職員

83,329 201,913 39,291 

70,424 13,290 

損益勘定
支弁職員

合　　計
52,581 272,337 116,191 

32,862 

手　　当

83,992 

75,570 

117,360 282,626 

△663 

207,056 282 122,782 

164,984 282 

手　　当

特別職

(人)
給　　料

37,562 

155,864 

11 

282 

282 118,302 

給 与 費 明 細 書

前

年

度

比

較

区　　分
報　　酬 手　　当賃　　金

本

年

度

合　　　計法定福利費
計

△5,146 

38,981 

給 与 費

資本勘定
支弁職員

合　　計

職 員 数

1,106 △335 

手　　当 手　　当

24,676 

2,600 

2,935 

25,782 

1,328 △505 

11 

4,176 

区　　分

本　年　度

前　年　度 13,774 

損益勘定
支弁職員

比　　　較

本　年　度 15,102 

損益勘定
支弁職員

41,924 
手当の
内　訳

区　　分
時間外勤務 期　　末

42,429 

比　　　較

手当の
内　訳

手　　当

管 理 職

手　　当

資本勘定
支弁職員

1.手当に当年度賞与引当金繰入額 16,461千円を含む。

2.法定福利費に当年度法定福利費引当繰入額 2,972千円を含む。

3.職員数欄(　)内は，再任用職員数について外書き。

合　　計

△5,143 

11 

42,202 

11 

13,917 
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区　分 増減額

給　料 △9,120 給与改定 339 ％

に伴う増

減分

昇給に伴 2,918 

う増加分

その他の △12,377 

増減分 人

△12,377 

手　当 △1,169 制度改正 1,888 

に伴う増 228 人

減分

57 

136 

1,467 

その他の △3,057 

増減分 △583 人

△366 人

△1,043 ％

648 人

△1,607 人

△97 

1,328 

△641 

△361 

支給率(月分)

△335 人

２．給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

児童手当

特殊勤務手当

扶養手当

地域手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

4 

6月

0.900

12月 計

計

支給対象職員数

8級(局長級)

7級(課長級)

18 

1 

18 

1.800

2 

支給率(月分)

勤勉手当の支給率

支給期

支給率(月分)

平成29年度中退職者数（見込）

0平成30年度中採用者数（見込）

12月

0.900

1.225 1.375 2.600

0.900 0.900 1.800

12 

勤勉手当の支給率

支給期 6月 12月 計

支給対象職員数

支給率(月分) 1.225 1.375 2.600

期末手当の支給率

時間外勤務手当の支給率

勤務1時間当たりの給与額の125％

支給期 6月 計12月

平成29年度中採用者数

　　

6月

支給対象職員数

支給対象職員数

期末手当の支給率

支給期

地域手当の支給率 10 ％

交通機関等利用者

交通用具使用者

10 

13 

8 

23 

地域手当の支給率

支給対象職員数

支給対象職員数

人事異動等による増減

分

増減事由内訳 説 明 備 考

0.20

給与改定の実施時期  平成29年4月

採用・退職等の状況

3平成28年度中退職者数

給料の改定率

2 

－26－



(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

高 校 卒

大 学 卒

構成比 (％)

1　級

2　級

       (100.0)

4　級

5　級         100.0

6　級  

7　級

8　級

       (100.0)

        100.0

1　級

2　級

       (100.0)

4　級

5　級         100.0

6　級  

7　級

8　級

       (100.0)

        100.0

注　職員数欄（　）内は，再任用職員数について外書き。

３．給料及び手当の状況

　(１) 職員１人当たり給与

　(２) 初任給

平成28年12月1日現在

計
           (4)       (100.0)            (1)

           38        100.0             1

            5         13.2

            1          2.6

            3          7.9             1

            4         10.5

           (1)

            6         15.8

            3          7.9

            6         15.8

           10         26.3

         8.6             1

3　級
           (4)       (100.0)

            1          2.9

計
           (4)       (100.0)            (1)

           35        100.0             1

平成29年12月1日現在

3　級
           (4)       (100.0)            (1)

            6         17.1

            4         11.4

            9         25.7

            5         14.3

            4         11.4

            3          8.6

            3

区 分  事務・技術職(円)  技能労務職(円)
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 (円) 技能労務職 (円)

区 分 級
事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人)

151,500 156,800～203,700 151,500 156,800～203,700

185,800 185,800

　(３) 級別職員数

平成28年12月1日現在

平 均 給 料 月 額 292,483 381,786 

平 均 給 与 月 額 369,366 467,906 

平 均 年 齢 37.5 54.0 

区 分 事務・技術職 技能労務職

平成29年12月1日現在

平 均 給 料 月 額 297,249 377,910 

平 均 給 与 月 額 379,906 470,252 

平 均 年 齢 37.9 55.0 
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主　任

主　幹
参　事
技　監

副主幹

課　長
理　事

労務士

副主幹

局　長
主査補 主　査 場　長 次　長

技 能 技能士 技能士 技能主査

　(５) 特殊勤務手当

区 分 合 計 事務・技術職 技能労務職

31 31 

6号給 (人)

2号給 (人) 2 1 1 

（級別の標準的な職務内容）

　(４) 昇給

技　能

主　任

労務士

技 術 職 技　師 技　師 主任技師

労 務 職 労務士

主　任

労務士 労務主査
労　務

副主幹

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

事 務 ・ 主　事 主　事 主任主事

技能士 技能士

主　任

7級 8級

補　佐

場　長

本

年

度

職 員 数 (Ａ)  (人) 38 37 1 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ)  (人) 38 

号 給 数 別 内 訳
3号給 (人) 3 3 

4号給 (人)

37 1 

1号給 (人) 2 2 

8号給 (人)

(Ｂ)  (人) 39 38 

4 4 

4号給 (人) 31 31 

2号給 (人)

比 率 (Ｂ／Ａ) (％) 100.0 100.0 100.0

1 

1号給 (人) 4 3 1 

比 率 (Ｂ／Ａ) (％) 100.0 100.0 100.0

区 分 全 職 種 事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

前

年

度

職 員 数 (Ａ)  (人) 39 38 1 

昇 給 に 係 る 職 員 数

6号給 (人)

8号給 (人)

号 給 数 別 内 訳
3号給 (人)

務 手 当 の 名 称 多くの職員に支給
 1.現場業務手当　　　　2.緊急業務手当　　　　

されている手当

（平成29年12月1日現在）

支 給 対 象 1 人 当 た り
(円) 1,772 2,173 250

平 均 支 給 月 額

30.8 100.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) 0.2 0.2 0.1

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(％) 36.6

支 給 額 の
 1.現場業務手当　　　　2.緊急業務手当　　　　

代表的な特殊勤 多 い 手 当
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35年勤続の

者(月分)

一般会計の制度
(支給率等)

注　(  ) 内は，再任用職員の支給率。

定年前早期退職特例措置
（2％加算～20％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2％加算～20％加算）

支  給  率  等 24.586875 33.27075

　(６) 期末手当・勤勉手当

一般会計の制度

4.300

備 考
6月(月分) 12月(月分) (月分) 級等による加算措置

通 勤 手 当 同じ －

前 年 度
(1.050) (1.200) (2.250)

有
2.075 2.225

地 域 手 当 同じ －

住 居 手 当 同じ －

者(月分)

区       分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同じ －

　(８) その他の手当

区    分

47.709 47.709

有
2.125 2.275 4.400

その他の加算措置等

(1.075) (1.225) (2.300)

備考
最高限度20年勤続の

者(月分)

25年勤続の

(月分)

　(７) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階，職務の

本 年 度
(1.075) (1.225) (2.300)

有
2.125 2.275 4.400

－29－



 

期 間 金 額

平成25年度から
平成29年度まで

平成25年度から
平成29年度まで

平成27年度から
平成29年度まで

平成28年度から
平成29年度まで

石綿セメント管更新工事 143,194                平成29年度

八千代市水道料金等コンビニエンスス
トア収納事務委託

44,679                 

平成29年度

公営企業会計システム賃貸借 15,198                 平成29年度

次亜塩素酸ナトリウム購入 29,332                 

八千代市水道料金・下水道使用料徴収
等業務委託

1,109,318              799,394           

八千代市水道料金等コンビニエンスス
トア収納事務手数料

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

債　　務　　負　　担　　行　　為

40,036                 28,454            

水道施設管理業務委託 585,264                226,800           

検定満了メータ取替業務委託 166,759                25,147            

－30－



（単位：千円）

期 間 金 額 給 水 収 益 等 企 業 債 工事寄附負担金
損 益 勘 定
留 保 資 金

平成30年度から
平成32年度まで

平成30年度から
平成33年度まで

平成30年度から
平成34年度まで

平成30年度から
平成35年度まで

139,400      93           3,701        

15,198       

平成30年度 143,194           

44,679            44,679       

29,332       平成30年度

15,198            

平成30年度

平成30年度

29,332            

に　　関　　す　　る　　調　　書

左 の 財 源 内 訳
当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

7,914             36,368       

343,350           570,150      

207,502           1,006,896    

123,249      98,102            

－31－



(単位：千円)

1

⑴ 2,917,789

⑵ 164,253

⑶ 4,024

⑷ 17,235 3,103,301

2

⑴ 1,189,562

⑵ 268,708

⑶ 1,000

⑷ 225,951

⑸ 181,248

⑹ 1,352,235

⑺ 56,380

⑻ 46 3,275,130

171,829

3

⑴ 2,998

⑵ 1,136

⑶ 279,069

⑷ 2,052

⑸ 387,875

⑹ 2,790 675,920

4

⑴ 226,058

⑵ 94 226,152 449,768

277,939

5

⑴ 10,000 10,000 △10,000

267,939

858,298

638,021

1,764,258

平成３０年度八千代市水道事業会計予定損益計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

負 担 金

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

負 担 金

納 付 金

使 用 料

長 期 前 受 金 戻 入

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

－32－



(単位：千円)

1

⑴

イ 2,209,542

ロ 1,643,550

△735,456 908,094

ハ 52,524,907

△18,301,361 34,223,546

ニ 8,781,232

△6,497,762 2,283,470

ホ 25,069

△22,686 2,383

ヘ 101,774

△80,049 21,725

ト 300,677

39,949,437

⑵

イ 3,892

ロ 1,504

5,396

⑶

イ 87,166

ロ 20,200

107,366

40,062,199

2

⑴ 1,188,978

⑵ 356,746

△3,187 353,559

⑶ 7,900

⑷ 1,000

1,551,437

41,613,636

平成３０年度八千代市水道事業会計予定貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－33－



3

⑴

イ 13,430,828

13,430,828

⑵

イ 184,573

184,573

13,615,401

4

⑴

イ 667,133

667,133

⑵ 116,894

⑶

イ 16,461

ロ 2,972

19,433

⑷ 12,920

816,380

5

⑴

イ 19,680

△12,591 7,089

ロ 11,593,179

△4,734,205 6,858,974

ハ 6,174,346

△3,184,279 2,990,067

ニ 12,175

△1,115 11,060

9,867,190

9,867,190

24,298,971

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

補 助 金

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 附 負 担 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

－34－



6 14,298,331

7

⑴

イ 887,850

ロ 28,324

916,174

⑵

イ 335,902

ロ 1,764,258

2,100,160

3,016,334

17,314,665

41,613,636

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

工 事 寄 附 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

－35－



１　重要な会計方針

⑴　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　個別法による原価法

　　　材料　　個別法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法

　ア　有形固定資産は定額法による。

　イ　無形固定資産は定額法による。

⑶　引当金の計上方法

　ア　退職給付引当金

　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から，千葉県市町村総合事務組合における積立金相

　　当額を控除した金額を計上している。

　イ　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負

　　担に属する額を計上している。

　ウ　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基

　　づき，当年度の負担に属する額を計上している。

　エ　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

⑷　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２　リース会計に係る特例措置

⑴　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　る。

⑵　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

一年内 6,097 千円

一年超 16,732 千円

計 22,829 千円

３　その他の注記

⑴　賞与引当金及び法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　当年度において，平成２９年１２月分から平成３０年３月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに

　係る法定福利費を支出するため，賞与引当金 15,654千円，法定福利費引当金 2,849千円を使用する。

⑵　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　当年度において，債権の不納欠損による損失 1,545千円を処理するため，貸倒引当金 1,545千円を使用

　する。

注記表

－36－



(単位：千円)

1

⑴ 2,916,884

⑵ 157,992

⑶ 5,049

⑷ 16,705 3,096,630

2

⑴ 1,210,575

⑵ 241,139

⑶ 2,000

⑷ 221,028

⑸ 160,215

⑹ 1,362,260

⑺ 56,003

⑻ 278 3,253,498

156,868

3

⑴ 4,253

⑵ 1,218

⑶ 244,780

⑷ 1,838

⑸ 389,023

⑹ 3,343 644,455

4

⑴ 233,387

⑵ 94 233,481 410,974

254,106

5

⑴ 10,000 10,000 △10,000

244,106

0

614,192

858,298

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

負 担 金

納 付 金

使 用 料

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

平成２９年度八千代市水道事業会計予定損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

負 担 金

受 託 工 事 収 益

－37－



(単位：千円)

1

⑴

イ 2,209,542

ロ 1,643,550

△695,596 947,954

ハ 50,342,476

△17,356,942 32,985,534

ニ 8,810,121

△6,399,699 2,410,422

ホ 25,069

△21,357 3,712

ヘ 98,614

△76,766 21,848

ト 148,717

38,727,729

⑵

イ 4,394

ロ 1,504

5,898

⑶

イ 160,093

ロ 20,200

180,293

38,913,920

2

⑴ 1,753,164

⑵ 344,189

△3,089 341,100

⑶ 768

⑷ 1,000

2,096,032

41,009,952

平成２９年度八千代市水道事業会計予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

－38－



3

⑴

イ 12,897,962

12,897,962

⑵

イ 184,572

184,572

13,082,534

4

⑴

イ 638,020

638,020

⑵ 116,479

⑶

イ 15,654

ロ 2,849

18,503

⑷ 12,920

785,922

5

⑴

イ 19,680

△11,843 7,837

ロ 11,548,062

△4,557,602 6,990,460

ハ 6,210,745

△3,084,282 3,126,463

ニ 10,880

△870 10,010

10,134,770

10,134,770

24,003,226

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

補 助 金

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 附 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

－39－



6 14,258,331

7

⑴

イ 887,850

ロ 28,324

916,174

⑵

イ 973,923

ロ 858,298

1,832,221

2,748,395

17,006,726

41,009,952

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

工 事 寄 附 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

－40－



１　重要な会計方針

⑴　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　個別法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法

　ア　有形固定資産は定額法による。

　イ　無形固定資産は定額法による。

⑶　引当金の計上方法

　ア　退職給付引当金

　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から，千葉県市町村総合事務組合における積立金相

　　当額を控除した金額を計上している。

　イ　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負

　　担に属する額を計上している。

　ウ　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基

　　づき，当年度の負担に属する額を計上している。

　エ　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

⑷　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２　リース会計に係る特例措置

⑴　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　る。

⑵　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

一年内 3,581 千円

一年超 2,275 千円

計 5,856 千円

３　その他の注記

⑴　賞与引当金及び法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　当年度において，平成２８年１２月分から平成２９年３月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに

　係る法定福利費を支給するため，賞与引当金 16,192千円，法定福利費引当金 2,850千円を使用した。

⑵　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　当年度において，債権の不納欠損による損失 1,432千円を処理するため，貸倒引当金 1,432千円を使用

　する。

注記表

－41－




